
事項 勧告内容 対応の可否 内容
道路の構造基準
（道路法第３０条第１項及び第２項）

廃止又は条例委任
△

設計車両、建築限界、橋・高架道路の設
計荷重といった安全性等の考慮が必要な
基準は存置

道路標識の構造基準
（道路法第４５条第２項）

廃止又は条例委任
△

表示、色彩、文字の形といった安全性等
の考慮が必要な基準は存置

河川管理施設等の構造基準
（河川法第１３条第２項）

廃止又は条例委任
○ －

公営住宅の整備基準
（公営住宅法第５条第１項）

廃止又は条例委任
○ －

公営住宅の入居者資格
（公営住宅法第２３条）

廃止又は条例委任
△

「低額所得者」の具体的な収入基準等は
存置

事項 勧告内容 対応の可否 内容
土地利用基本計画の策定に係る同意協議
（国土利用計画法第９条第１０項）

意見聴取に移行
△

同意を要しない大臣協議に移行

埋立地の権利移転、用途変更に係る協議
（公有水面埋立法第２７条第３項、第２９条第３
項、港湾法第５８条第３項）

廃止
×

同意を要する大臣協議を維持

都道府県の都市計画決定に係る同意
（都市計画法第第１８条第３項）

同意を要しない大臣協議に移行

△

①三大都市圏等の区域に着目した都市計
画は同意協議を廃止
②区域区分、近郊緑地特別保全地区等、
国の利害に重大な関係がある都市計画
は同意協議を維持

市の都市計画決定に係る同意
（都市計画法第１９条第３項）

同意を要しない知事協議に移行

○
※ただし、計画内容が不適切な場合に事
後的に是正を求めることができる等の規
定の整備が必要ではないか。

区域区分に関する都市計画を定める際の農
林水産大臣への協議
（都市計画法第２３条第１項）

廃止
×

同意を要する大臣協議を維持

都道府県道の認定に係る協議
（道路法第７４条第１項）

廃止
○ －

河川整備基本方針・河川整備計画等の認可
に係る協議
（河川法第７９条第２項）

廃止
○ －

海岸保全施設の新設又は改良に係る承認
（海岸法第２７条第２項）

同意を要する大臣協議に移行
○ －

港湾区域の設定等に係る認可
（港湾法第４条第４項）

事後報告等に移行

△

①重要港湾・避難港湾以外の地方港湾に
ついては、事後的な是正手段を確保しつ
つ、事後届出制に移行。
②重要港湾・避難港湾については大臣の
同意を要する協議に移行。

特定重要港湾の入港料率の上限に係る協議
（港湾法第４４条の２第２項）

廃止
△

上限同意の対象となる港湾を限定

スーパー中枢港湾におけるメガオペレーター
認定に係る同意
（港湾法第５０条の４第３項）

事後報告等に移行
×

同意を要する大臣協議を維持

特定埠頭を構成する行政財産の貸付けに係
る協議
（港湾法第５４条の３第３項）

事後報告等に移行
○ －

流域別下水道整備総合計画策定に係る協議
（下水道法第２条の２第７項）

同意を要しない大臣協議に移行
○ －

公共（流域）下水道の事業計画策定に係る認
可
（下水道法第４条第１項、第２５条の３第１項）

①認可を同意を要しない協議に
移行
②流域別下水道総合整備計画
が策定されている場合に都道府
県が行う事業は、事後報告等に
移行

○

※ただし、下水道の事業計画を策定する
際に、国又は都道府県が下流への影響を
踏まえた広域的観点から適切な放流水質
を確保していることに配意すべきではない
か。
※また、事後報告等へ移行するものにつ
いては、計画内容が不適切な場合に事後
的に是正を求めることができる等の規定
の整備が必要ではないか。

(ｂ)　協議、同意、許可・認可、承認＜国土交通省＞（地方要望分：１４項目１７条項）

第３次勧告 対応

「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」等に関する地方分権改革推進計画の作成に向けた対応について

対応

(a)　施設・公物設置管理の基準＜国土交通省＞（地方要望分：５項目６条項）

第３次勧告

（概要）

国土交通省


